府高教　実習教員部交渉（平成27年7月23日）

賃金の基準に関する項目

給料表の改定については、基本的に本府人事委員会の勧告を踏まえてきており、その取扱いに
ついては、国、他府県の動向や本府の財政状況等を総合的に勘案しなければならないと考えている。

任用の基準に関する項目
「総括実習助手」の選考は、公正・平等に行っているところ。また、実習教員の教諭任用につい

ては、平成27年度教員採用選考テストにおいても、通算の勤務経験を考慮した選考区分を設けた
ところ。

　総括実習助手については、実習助手の業務を総括する職と位置付け、取りまとめ等を行うこととしているため、職の任用数に一定の制限を設けざるを得ないことから、困難。

長時間労働・過密労働解消に関する項目
大阪府行財政計画（案）の中で、実習教員については、国標準を上回る定数を削減することと
し定数削減を見込んだものであり、今後、退職あとを補充しないで削減していくもの。
　退職あと実習教員削減代替としての非常勤職員制度の廃止に伴い、特定分野のみの業務担当に
ついては困難ですが、学校運営に支障がでないよう、一層適正な定数及び人事管理に努めていき

たい。

異動の基準に関する項目
実習教員の人事異動については、平成１４年度から、計画的な人事を導入したところであり、１４年度については、適正な定数管理を図るため、過欠員の調整に限定し実施した。

　平成１５年度人事からは、①学校に清新の気風を醸成するとともに､教職員の経験を豊かにし、資質の向上を図る。②高等学校の特色づくり・再編整備に係る人材配置を計画的に推進する。③職員個々の要件に配慮した人事を行うため、各学校の実情を踏まえながら計画的な人事異動の導入を本格的に行った。

　また、計画的な人事異動に伴う手順については、人事異動が円滑に行えるよう「異動予定者伝達」⇒「内示」⇒「人事異動」という手順で人事異動を行うこととしたところ。

　今後とも、計画的人事を進めるにあたっては、適材適所という観点から、個々人の経験等も考慮して､適切に行っていきたい。

教職員の負担軽減に関する項目
　学校図書館管理業務につきましては、全教職員の協力のもと行うこととしたもの。
　　府教委におきましては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体
制の基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイ
ドライン」を策定し、すべての府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力の
もとに、学校図書館機能の維持に努めているところ。
長時間労働・過密労働解消に関する項目
行財政計画（案）及び財政再建プログラム（案）において、実習教員については、国配置基準
を上回る定数を削減するとともに、府単独措置である非常勤補助員の配置を廃止したもの。
　あわせて、実習教員による図書専任制度を見直し、学校図書館管理業務については、全教職員
の協力のもと行うこととしたもの。
　府教委におきましては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体制
の基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイドラ

イン」を策定し、すべての府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力のもとに、学校図書館機能の維持に努めているところ。
評価育成システムの給与反映に関する項目
　教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることに
より、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施し
ている。

評価結果の給与等への反映については、平成１９年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手
当に反映しており、また、皆さま方との協議を踏まえ、平成２４年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。

職場環境の改善に関する項目

特別教室の空調設備の設置については、教育環境の充実に資するため、全府立学校を対象に関係各課と連携を図りながら、特別教室の一部に平成23年度より５か年計画で順次整備を進めており、今年度は29校88室で設置することとしている。

図書室の冷房装置については、設置から20年以上が経過しており、その老朽化については認識しているが、本府の厳しい財政状況の中、計画的な更新は困難な状況ですが、故障等問題が生じた場合には、今後とも迅速に対応していきたい。

職場環境の改善に関する項目
廃液の回収については、各学校へ配当している予算にてご対応いただいているところ。今後も各学校の実情に即した予算配分に努めていきたい。

厳しい財政状況の中ではあるが、今後とも必要な予算の確保に努めていきたい。

理科・家庭科の備品・消耗品の更新については、限られた予算の範囲内で各校と調整しながら
対応しているところ。本府の財政状況は極めて厳しい状況にありますが、今後とも引き続き予算の確保に努めていきたい。

　学校で保管している不用薬品等の廃棄処理について、平成11年２月23日付け教委高第926号
により通知しており、その中で、平成11年度以降、すべての不用薬品については、各学校で執行
計画を定め、学校管理費の範囲で各学校が処理業者と契約し処理することとしている。
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